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設計業務仕様書 

１　業務の名称 

令和７年度南箕輪村村民体育館大規模改修工事設計業務 

２　業務目的 

南箕輪村公共施設等総合管理計画(平成 29 年３月策定(令和４年３月 改訂)）。以

下、「総合管理計画」という。)及び南箕輪村個別施設計画（令和３年３月策定。「以

下「個別施設計画」という。）に基づき、南箕輪村村民体育館大規模改修工事の基本

設計及び実施設計を行うものとする。 

本設計業務は、スポーツ活動の拠点として、利用者の利便性の向上と安心して運動

競技を行える環境を整備することを目的として、南箕輪村村民体育館大規模改修工事

(以下「大規模改修工事」 という。)を実施するための設計業務である。 

３　業務概要 

業務の概要は次のとおりである。 

⑴　業務内容 

ア 施設の実態把握及び整理 

イ 基本方針に基づく大規模改修工事の基本設計業務及び実施設計業務 

ウ 本業務に関係する法令に基づく必要な調査及び手続等 

⑵　工事場所 

ア 所在地　　南箕輪村 4802 番地１ 

イ 用　途　　体育館・事務所 

ウ 敷地面積　6,533.8 ㎡ 

エ 用途地域　都市計画区域内　第一中高層住居専用地域 

オ その他　　 

⑶　建築物の概要 

 

 
項目

竣工時面積 
(昭和 52 年)

増築面積 
(平成 13 年)

合計

 地階床面積 968.00 ㎡ ― 968.00 ㎡
 １階床面積 1,9848.88 ㎡ 98.77 ㎡ 2,047.65 ㎡
 ２階床面積 648.00 ㎡ ― 648.00 ㎡
 延べ床面積 3,564.88 ㎡ 98.77 ㎡ 3,663.65 ㎡
 建築面積 2,415.02 ㎡ 31.13 ㎡ 2,446.15 ㎡
 建ぺい率 37.44％
 容積率 56.07％
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４　工事費用 

１億 2,500 万円(消費税込)程度 

工事費用の算出においては、基本方針に則って算出すること。 

 

５　委託期間 

契約締結日から令和７年 10 月 31 日まで 

 

６　設計における基本的な方針 

基本方針の内容を十分に理解した上で、施設の用途や工事の目的等を十分に把握す

るとともに、体育館施設として求められる安全、環境、景観、保全等を考慮し、長期

的な視点において柔軟 な発想による創意工夫と民間ノウハウや新技術を駆使した質

の高い設計を期待するものである。 

意匠設計にあたっては南箕輪村景観条例及び関係法令を遵守する。 

７　設計業務 

設計について、次の業務を行う。 

⑴　プラン作成 

監督員と協議のうえ、複数の素案を作成する。 

⑵　基本設計書の作成 

ア 設計要旨 

イ 計画概要として、建築、電気設備及び機械設備 

(ⅰ)建築(総合) 

① 特記仕様書 ②仕上げ表 ③仮設計画図 ④各階平面図 ⑤屋根伏図 ⑥立面

図 ⑦断面図 ⑧平面詳細図 ⑨断面詳細図 ⑩天井伏図 ⑪部分詳細図 ⑫展開

図 ⑬建具表 ⑭サイン詳細図  

(ⅱ)電気設備 

①特記仕様書 ②受変電設備図 ③非常用発電設備 ④幹線設備図 ⑤電灯・コン

セント設備図 ⑥非常用照明設備図 ⑦音響設備図 ⑧避雷設備図 ⑨自動火災

報知設備図 

(ⅲ)機械設備 

①特記仕様書 ②給排水衛生設備図 ③消火設備図 ④空調換気設備図 ⑤自動

制御設備図 

(ⅳ)その他 

①防災計画概要書 ②仮設計画概要書 ③工事工程説明書 ④その他監督員が指

示する資料 

ウ コスト縮減の考察 

例：技術基準、新技術の活用等の根拠を明らかにする。また、イニシャルコスト

及びランニングコストを算出しライフサイクルコストを明らかにする。 
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エ 施設に導入する機能及び規模の精査 

オ 施工、施設管理上の注意事項 

カ その他提案等(使用材料等) 

⑶　アスベスト調査 

⑷　工事費内訳書の作成 

⑸　以下の業務をはじめとする建築基準法令、消防法令、環境保全等に関する諸法

令、 その他監督員の指示する法令に基づく必要な手続き、打合せ 

ア 建築基準法に基づく確認申請手続き業務(構造適判必要) 

イ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく手続き業務 

ウ 景観計画区域における行為通知書手続き業務 

⑹　次に掲げる検討会、説明会等の運営支援について、次の業務を行う。なお、回

数に変更が生じた場合の変更設計は行わないものとする。運営支援の内容は、会

議への出席、会議資料の作成、意見集約、議事録及び公表資料の作成等を行うも

のとする。 

ア 住民、関係団体、村議会説明会(各１回程度) 

イ その他必要となる会議(２回程度) 

⑺　村民向け広報物作成に係る支援 

⑻　その他、監督員の指示する資料の作成 

⑼　作成の必要がない図書等については、監督員と協議すること。 

 

８　適用図書 

原則として次に掲げる図書に基づき設計を行うものとする。なお、最新版による。 

・公共建築工事標準仕様書(建築工事編、電気設備工事編及び機械設備工事編) 

・公共建築改修工事標準仕様書(建築工事編、電気設備工事編及び機械設備工事編) 

・建築物解体工事共通仕様書及び同解説 

・建築設計基準及び同解説 

・建築構造設計基準及び同解説 

・建築構造設計指針 

・建築設備計画基準及び設計基準 

・建築設備耐震設計及び施工指針 

・建築設備数量積算基準及び同解説 

・電気設備の技術基準 

・内線規程 

・その他、監督員の指示する図書 

９　業務実施上の条件 

主たる業務分野である「建築(総合)」の業務は再委託することができないものとす

る。なお、 「電気設備」、「機械設備」及び監督員が認めた場合はこの限りでない。 
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10　業務の施行 

⑴　受託者は、監督員の指示に従い、本業務に必要な調査を行い、また関係法令に

基づいて遂行するものとする。 

⑵　受託者は、業務の詳細及び当該工事の範囲について、監督員と打合せを行うも

のとする。 

⑶　受託者は、業務の進捗状況に応じて、業務区分ごとに監督員へ報告し、承諾を

得なければならない。 

⑷　設計図書の様式、設計図の縮尺等は監督員の指示を受けなければならない。 

⑸　打合せ、会議、資料作成等に用いる消耗品費、交通費等に要する経費は、全て

受託者が負担する。 

11　業務内容の疑義 

受託者は、業務内容に疑義があるときは監督員と協議しなければならない。 

12　諸届、許認可手続き 

受託者は、発注者が行う諸届、確認申請、許認可申請、その他許認可を受けるため

に必要資料の作成及び手続きに協力しなければならない。 

13　管理技術者及び照査技術者の選任 

⑴　管理技術者と照査技術者をそれぞれ選任する。 

⑵　管理技術者と照査技術者は、兼ねることができない。 

⑶　管理技術者及び照査技術者の資格要件は次による。なお、受託者が個人である

場合にあってはその者、会社その他の法人である場合にあっては該当法人に所属

する者を配置しなければならない。 

・建築士法第２条第２項に規定する一級建築士 

14　手続き書類の提出 

⑴　受託者は、本業務に着手するときに、次の手続書類を提出し、承諾を得なけれ

ばならない。 

ア 業務着手届 

イ 管理技術者選任通知書及び照査技術者選任通知書 

ウ 業務工程表 

エ 業務一部再委託承認願 

オ 設計担当者名簿及び履歴書、協力技術者名簿並びに事務所経歴書 

カ その他、監督員の指示する書類 

⑵　受託者は、本業務が完了したときは、業務完了届を提出しなければならない。 

15　成果品の提出 
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受託者は、本業務が完了したときに遅滞なく次に掲げる成果品を提出しなければな

らない。 

⑴　前記　７.設計業務に関する成果品 

⑵　打合せ議事録 

⑶　各会議議事録 

⑷　その他、監督員の指示によるもの 

16　貸与資料 

発注者は、次の資料を受託者に貸与する。 

⑴　南箕輪村村民体育館建設工事関係書類 

⑵　その他、監督員が必要と認めた資料 

17　成果品の著作権 

成果品の著作権は発注者に帰属することとする。また、受託者は成果品を発注者の

許可なくほかに利用、公表、貸与できないものとする。 

18　重要事項説明 

⑴　受託者は、発注者に対し、建築士法第 24 条の 7に基づき、契約に先立って、契

約の内容及びその履行に関する事項の説明を書面をもって行う。 

⑵　受託者は、契約を締結したときは、発注者に対し、建築士法第 24 条の 8に基づ

く書面を交付する。ただし、同法第 22 条の 3の 3により書面を相互に交付して契

約を行った場合 はこの限りでない。 

⑶　村民体育館の使用状況を鑑み、アリーナ・卓球室・柔道室など、使用できない

期間がないような工程、可能な限り使用できない期間を短期間ですませられる工

程を考慮すること。


